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小規模特別養護老人ホーム 

「あっぷるの里 久保田」 

重要事項説明書 

 

 

 

あなたに対するサービス提供開始にあたり、厚生労働省令の規定に基づいて、サービス提供契

約に際して、事業者があなたに説明すべき重要事項は次のとおりです。わからないこと、わかり

にくいことがありましたら、遠慮なくご質問ください。 
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当施設は介護保険の指定を受けています。 
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１．事業者 

事業者名称  社会福祉法人 慈福会 

法人の種類  社会福祉法人 

代表者氏名  理事長 武 田 秀 則 

法人所在地  山形市久保田一丁目７-７ 

電話番号及びＦＡＸ番号  電話：６４７－６３３０  ＦＡＸ：６４６－１１３３ 

設立年月日  平成２３年６月１０日 

 

２．事業所の概要 

事業所の名称  小規模特別養護老人ホーム 「あっぷるの里 久保田」 

事業所の管理者  施設長 伊藤大介 

開設年月日  平成２４年４月１日 

事業所の所在地  山形市久保田一丁目７－７ 

電話番号及びＦＡＸ番号  電話：６４７－６３３０  ＦＡＸ：６４６－１１３３ 

入居定員  ２９人 

 

３．事業の目的と運営方針 

事業の目的 

 地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、ユニットケアによる、

在宅に近い環境を目指し利用者が有する能力に応じ、可能な限り自立した日

常生活を営むことができるようにすることを目的とします。 

運営方針 

１． ご契約者が地域の一員として地域と関わっていけるように、地域との関

係を重視していきます。 

２． 施設内外の環境整備に努め、ご契約者が快適な空間で生活できるように

します。 

３． ご契約者のペースに合せた支援を行い、楽しく生きがいを持って生活で

きるように努めます。 

４． 異常の早期発見、感染の予防対策を徹底し、ご契約者の健康管理に努め

ます。 

５． 職員間のコミュニケーションを密にし、チームワークを図り、明るい施

設を創ります。 

６． よりよい介護の実践の為に、介護技術の向上に努めます。 

 

 

 



 - 3 - 

４．居室の概要 

個室 ２９室  

食堂 ３室 機能訓練室兼リビング 

浴室 ３室 個浴、チェア浴、特殊浴槽 

トイレ ９室 各ユニットに３室 

 

５．従業者の職種、員数及び職務内容等 

①従業者の職種、員数及び職務内容 

職種 常勤 非常勤 職務内容 

管理者 １名  
施設の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行いま

す。 

生活相談員 １名   ご契約者の入退所、生活相談及び援助を行ないます。 

介護職員 14名 ３名 
ご契約者の心身の状況に応じた日常生活の介護、相談及

び援助を行います。 

看護職員 １名  
ご契約者の健康状態を把握し、健康管理への助言や必要

な処置を行います。 

機能訓練指導員 １名  
 ご契約者の機能回復、機能維持に必要な訓練及び指導を

行ないます。 

介護支援専門員 １名   ご契約者の介護支援に関する業務を行ないます。 

管理栄養士 １名   給食管理、ご契約者の栄養指導を行ないます。 

医師  １名  ご契約者の診察及び保健衛生の管理指導を行ないます。 

歯科医師  １名  ご契約者の診察、口腔ケア及び療養指導を行います。 

 

②主な職種の勤務体制 

職種 勤務体制 職種 勤務体制 

管理者 ８：３０～１７：３０ 

介護職員 

早勤２ ７：００～１６：００ 

早勤４ ８：００～１７：００ 

日勤  ８：３０～１７：３０ 

遅勤３ １０：００～１９：００ 

遅勤４ １０：３０～１９：３０ 

夜勤 １７：００～ ９：００ 

生活相談員 ８：３０～１７：３０ 

看護職員 

早勤２ ７：００～１６：００ 

早番４ ８：００～１７：００ 

日勤  ８：３０～１７：３０ 

管理栄養士 ８：３０～１７：３０ 
介護支援専門員 ８：３０～１７：３０ 

機能訓練指導員 ８：３０～１７：３０ 
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６．提供するサービス 

①サービスの概要 

提供するサービスの内容 

入浴、排泄、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認

やその他ご契約者に必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、

ご契約者の心身機能の維持を図るサービスです。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              

サ 

Ι 

ビ 

ス 

の 

内 

容 

食  事 

食事の提供及び食事の介助をします。 

身体状況・嗜好・栄養バランスに配慮して作成した献立表に基づいて提供し

ます。 

ご契約者の自立支援のため、離床して食堂にて食事を摂っていただくことを

原則としています。 

〔栄養管理の評価〕 

①栄養管理体制に対する評価 

  常勤の管理栄養士を配置し、ご契約者の年齢、心身の状況によって適切

な栄養量及び内容の食事を提供行なう。 

②栄養ケアマネジメントに対する評価 

  常勤の管理栄養士を配置し、ご契約者の栄養状態を把握し、医師・管理

栄養士・看護師・介護支援専門員その他の職種が共同して、摂取・嚥下

機能に着目した食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成し、定期的な評

価や必要に応じて見直しをする。 

③療養食に対する評価 

  常勤の管理栄養士によって食事の提供が管理され、ご契約者の年齢、心

身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供を行なう。 

④経口摂取への移行に対する評価 

  経管による栄養摂取をされている方で、経口摂取を進めるため医師の指

示に基づく栄養管理を行う必要が生じた場合、実際に経口移行への取組

みを実施する。 

排  泄 
 ご契約者の状況に応じ、適切な介助を行うとともに、排泄の自立についても

適切な援助を行います。 

入  浴 

 ご契約者の状況に応じ、衣服の着脱、身体の清潔、洗髪、洗身等の適切な介

助を行います。 

 そして安全で快適な入浴援助を行います。 

口  腔 
口腔の健康状態の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、 

入居者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行います。 

機能訓練 ご契約者の状況に応じた機能訓練を行い、身体機能低下の防止に努めます。 
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健康管理 
 医師や看護師が健康管理を行います。 

血圧測定、体温測定等、ご契約者の健康状態の把握に努めます。 

余暇活動 
 季節やご契約者の状態に応じ、室内・屋外・外出での活動を行います。レク

リエーション的なものに限らず、生活に密着した内容を中心とします。 

その他自立 

支援への支援 

・寝たきり防止のため、できる限り離床に配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるように援助します。 

・口腔、栄養、機能訓練、褥瘡、排泄などの情報を厚生労働省に提出し、それ

ぞれの当該情報の適切かつ有効な実施のために活用します。 

 事故の予防 
・安全対策担当者（事故防止委員長）を設置して、リスクアセスメントを行い、

事故の予防に努めます。 

②ケアプランの作成 

  ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成する「施設サー

ビス計画（ケアプラン）」に定めます。「施設サービス計画（ケアプラン）」の作成および変更は次の通り

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．サービス利用料金 

 あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりであり、あなたからお支払いいただ

く「利用者負担金」は、基本利用料の１割負担及び２割負担及び3割負担の額です。 

① 施設サービス費  

介護度 基本利用料 自己負担額（１割） 自己負担額（２割） 自己負担額（３割） 

 

要介護１ ６，８２０円／日 ６８２円／日 １，３６４円／日 ２，０４６円／日 

要介護２ ７，５３０円／日 ７５３円／日 １，５０６円／日 ２，２５９円／日 

要介護３ ８，２８０円／日 ８２８円／日 １，６５６円／日 ２，４８４円／日 

要介護４ ９，０１０円／日 ９０１円／日 １，８０２円／日 ２，７０３円／日 

要介護５ ９，７１０円／日 ９７１円／日 １，９４２円／日 ２，９１３円／日 

①当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）が施設サービス計画の原案作成やその為に必要な調

査等の業務を担当します。 

②作成した施設サービスの計画の原案について、ご契約者様およびそのご家族に対して説明し、同

意を得たうえで作成します。 

③施設サービス計画は、要介護認定有効期間に１回、もしくはご契約者の状態変化におよびご家族

等の要請に応じて変更の必要性があるかどうかを確認し、変更の必要がある場合には、ご契約者お

よびそのご家族等と協議して、変更します。 

④施設サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付し、その内容を確認して

いただきます。 
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（注１） 上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、こ

れら基本利用料も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新しい利用料を書面にてお

知らせします。 

（注2） 平成27年8月から 

     一定以上所得のある方は、介護サービスを利用した時の負担割合が２割になります。 

①  ６５歳以上の方で、合計所得金額が１６０万以上の方（単身で年金収入のみの場合、年収２８０万円以上）

② 同一世帯の６５歳以上の年金収入＋その他の合計所得金額が、２人以上の世帯で３４６万円以上。 

（注３） 平成３０年8月から 

     単身世帯で年金と年金以外の所得合計が３４０万円以上、夫婦世帯で４６３万円以上の方が３割負担と 

    なります。 

 

 社会福祉法人による利用者負担軽減制度について 

社会福祉法人による 

利用者負担軽減制度 

①老齢福祉年金の受給者や市民税非課税世帯である方等で生計の困難な方が

対象です。 

②「山形市社会福祉法人利用者負担軽減確認証」を提示された月から利用料負

担の軽減ができます。 

 

②加算料金 

  別紙1のとおりとし、加算要件に該当する際に算定します。 

 

③その他の算定 

算定内容 算定の要件 基本料金 利用者負担金 

入院又は外泊時の算定 

 入院または外泊の期間は初日及び最

終日は含まず、連続して7泊の入院また

は外泊を行う場合は、6日を限度として

所定単位数に代えて算定（1日につき） 

２，４６０円 ２４６円 

④介護保険給付対象外サービス 

居住費 

１日につき ２，０１０円 

利用者負担段階については、介護保険負担限度額認定証の記載内容に基づき

ます。負担額は下記（介護保険利用者負担限度額）の通りです。 

食費 

１日につき １，５７５円 

利用者負担段階については、介護保険負担限度額認定証の記載内容に基づき

ます。負担額は下記（介護保険利用者負担限度額）の通りです。 

 ※行事等で外食した際は、実費を負担いただきます。 

レクリエーション活動費 材料代等の実費をいただきます。 

理髪・美容 
理容師の出張による理髪サービスを利用することができます。 

利用料金：２，０００円（散髪のみ） ２，５００円（顔そり含む） 

光熱費 

1日30円、1ヵ月（30日）900円の実費をいただきます。 

ただし、7月から9月と11月から3月の期間となります。 

※１ヵ月１５日以上の入居実績がある場合は1カ月分の光熱費をいただきます。 
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その他 

日常生活において通常必要となる経費であって、ご契約者負担が適当と認め

られるもの（ご契約者の希望により提供する日常生活上必要な身の回り品な

ど）について、費用の実費をいただきます。 

※介護保険利用者負担限度額                          （単位：円） 

 居住費（１日あたり） 食 費（１日３食分） 合  計 

第１段階 ８２０円 ３００円 １,１２０円 

第２段階 ８２０円 ３９０円 １,２１０円 

第３段階① 
１,３１０円 

６５０円 １,９６０円 

第３段階② １,３６０円 ２,６７０円 

第４段階 ２,０１０円 １,５７５円 3,５８５円 

            ※令和６年８月１日より居住費変更、別紙参照。 

⑤入院期間中の利用料金 

介護保険 
 入院期間中は、介護保険から給付される費用の一部をご負担いただきます。 

 １ヶ月６日までを限度とし、１日246円 

居住費 

 入院期間においても全額いただきます。 

 ただし、介護保険負担限度額認定を受けている場合、認定証の有効は６日間

までであり、７日目以降は当施設で定める居住費（２，０１０円）をいただき

ます。 

 

⑥利用料金のお支払い方法 

利用料、その他の費用の 

請求 

サービスの利用料金等は、毎月１日を起算日とする１ヶ月毎に計算し、ご請

求いたします。 

 請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月１０日頃までにご契約者宛にお届

けします。 

利用料、その他の費用の 

支払い 

 請求月２６日に、ご指定の金融機関より自動口座引き落としにて、引き落と

しさせていただきます。 

 

８．施設を退居していただく場合（契約の終了について） 

 当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事由がない限り、

継続して利用することができますが、仮にこのような事項に該当するにいたった場合には、当施設との契

約は終了し、ご契約者に退所していただくことになります。 

① 要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援と判定された場合 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスが不可能になった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ ご契約者から退居の申し出があった場合（詳細は以下をご参照ください。） 

⑥ 事業者から退居の申し出を行なった場合（詳細は以下をご参照ください。） 
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（１）ご契約者からの退居の申し出（中途解約・契約解除） 

   契約の有効期間であっても、ご契約者からの退所を申し出ることができます。その場合には、退去

を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 

  ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② ご契約者が入院された場合 

③ 事業所もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サービスを実施しない

場合 

④ 事業所もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業所もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は

著しい不信行為、その他契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥ 他の入居者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある場合におい

て、事業所が適切な対応をとらない場合 

 

 

（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除） 

  以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただく場合があります。 

① ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又

は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② ご契約者がサービス利用料金等の支払いが３ヶ月以上遅延し、その後１ヶ月間に２回の催告にもかか

わらずこれが支払われない場合 

③ ご契約者が、故意または重大な過失により事業所又はサービス従事者もしくは他の入居者等の生命・

身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行なうことなどによって、本契約を継続しがた

い事情を生じさせた場合 

④ ご契約者が連続して３ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしくは入院した場

合 

⑤ ご契約者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設に入院した場合 

 

９．入院についての対応 

当施設に入居中に、医療機関への入院の必要性が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

①検査入院等、６日以内の 

短期入院の場合 

 ６日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することができます。

但し、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。 
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②７日以上３ヶ月以内の 

入院の場合 

 ３ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入所することができ

ます。但し、入院時に予定された退院日よりも早く退院した場合等、退院時

に施設の受け入れ準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活

介護の居室等をご利用いただく場合があります。この場合、入院期間中の所

定の利用料金をご負担いただく必要はありません。 

③３ヶ月以内の退院が 

見込まれない場合 

 ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合がありま

す。退院された場合、優先的に再入居することができます。（上記②と同様） 

 

１０．身元引受人  

 契約書の規程に基づき、身元引受人をご指定ください。身元引受人の主な責任は以下のとおりです。 

① ご契約者の事業者に対する経済的責務 

② ご契約者の入院に関する手続き・費用負担 

③ 契約終了後のご契約者の受け入れ先の確保 

④ ご契約者が死亡した場合のご遺体及び残置物の引き取り等 

⑤ 施設サービス計画書の説明面談への参加、その他のご契約者に関して必要と思われる事項 

 

１１．残置物引取 

残置物について 

 当施設は、身元引受人（残置物引取人）に連絡のうえ、残置物を引き取って

いただきます。 

 また、引渡しや処分等にかかる費用については、ご契約者又は身元引受人に

ご負担いただきます。 

 

 

１２．利用にあたっての留意事項 

設備、備品の使用 
 施設内の設備や備品は、本来の用法に従ってご利用ください。本来の用法に

反した利用により破損等が生じた場合は、弁償していただく場合があります。 

迷惑行為等 

・暴力行為や騒音等他のご入居者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 

・無断で他のご入居者の宿泊室に入らないようにしてください。 

・職員への身体的暴力、精神的暴力、セクシャルハラスメント等の行為に対し 

 て、適切な措置を講じます。 

飲酒、喫煙 
 施設内での飲酒はご遠慮ください。 

 施設内は禁煙になっております。 
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宗教活動、政治活動、 

営利活動 

 施設内で他のご入居者に対する宗教活動、政治活動及び営利活動はご遠慮く

ださい。  

その他禁止事項 

 他の入居者、家族及び職員と金品の貸し借りを行うことは禁止しております。 

 職員への贈答品は、お断りしております。 

 特定の職員に対し、個人的に連絡を行うことはご遠慮ください。 

１３．感染症発生及び非常災害時の対策 

感染症発生、非常災害等 

・感染症予防に努め、発生時は感染対応マニュアルに基づき、感染拡大させ 

 ないように対応します。 

・当施設の災害時計画に従い、迅速且つ安全な避難誘導を行います。 

・火災おいては、消火器による初期消火を行います。 

業務継続、訓練等 

・感染発生時、災害発生時においても、介護サービスが継続的に提供できる 

 ように、業務継続計画を策定し、研修、訓練を実施します。 

・感染、災害に備えるため、まん延防止、避難、救出その他必要な訓練を 

定期的に行います（火災避難訓練は年２回）。 

１４．事故発生時及び緊急時の対応方法 

事故発生時の対応 

 ①ご契約者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに

ご契約者の家族、保険者（山形市）に連絡するとともに、必要な措置を講じま

す。 

 ②ご契約者に対する指定介護老人ホーム福祉施設サービスの提供により賠償

すべき事故が発生したときは、速やかに双方協議を行います。 

 ③発生した事故に対して、リスクマネジメントを行い、再発防止に努めます。 

緊急時の対応 

ご契約者の体調悪化時や病状の急変等の緊急時に、主治医または協力医療機

関へ連絡し、必要な措置を速やかに講じます。状況によっては、事業者の判断

で救急隊への依頼または緊急受診を行います。また、1年に1回、主治医また

は協力医療機関と急変時の対応方法の見直しを行います。 

家族等 

①緊急時の 

連絡先 

氏名  続柄  

住所  

電話  携帯  

②緊急時の 

連絡先 

氏名  続柄  

住所  

電話  携帯  
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１５．協力医療機関等 

協力医療機関 

あきらクリニック 

所在地：山形市南四番町12-10     電話：６８７－１８５５  

篠田総合病院 

所在地：山形市桜町２－６８      電話：６２３－１７１１ 

協力歯科医療機関 一般社団法人 口腔ケアサポートステーション 

所在地：山形市南原町2丁目８－４７－２F     

電話：６８７－１４６０ 

１６．秘密保持と個人情報の保護 

ご契約者及びその家族に 

関する秘密保持について 

 事業所及び事業所の従事者は、サービス提供するうえで知り得たご契約者及

びそのご家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

 この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後も継続します。 

従業者に対する 

秘密の保持について 

 就業規則にて従業者は、サービスを提供するうえで知り得たご契約者及びそ

の家族に関する秘密を保持する義務を規定しています。 

個人情報の保護について 

 事業所は、ご契約者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当

者会議においてご契約者及びご家族の個人情報を用いません。 

 事業者は、ご契約者及びそのご家族に関する個人情報が含まれる記録物につ

いては、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏

洩を防止するものとします。 

１７．身体拘束等について 

身体拘束等の禁止 

 事業所は、身体拘束その他ご契約者の行動を制限する行為（以下「身体拘束」

という。）を行いません。但しご契約者又は他のご入居者等の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合には、身体拘束をする場合があります。 

緊急やむを得ない 

場合の検討 

 緊急やむを得ない場合に該当する、以下の要件をすべて満たす状態であるか

管理者、計画作成担当者、看護職員、介護職員で構成する「身体拘束廃止委員

会」及び「身体拘束適正化委員会」で検討会議を行います。個人では判断しま

せん。 

 ・当該ご契約者又は他のご入居者等の生命又は身体が危険にさらされる可能

性が著しく高い場合。 

 ・身体拘束等を行う以外に代替する介護方法がないこと。 

 ・身体拘束が一時的であること。 

家族への説明  緊急やむを得ない場合は、あらかじめご契約者の家族に、身体拘束等の内容、
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目的、拘束等の時間帯、期間等を、詳細に説明し、同意を得た文書で得た場合

のみ、その条件と期間内においてのみ行うものとします。 

身体的拘束等の記録 
 身体拘束等を行う場合には、上記の検討会議録、ご契約者の家族への説明、

経過観察や再検討の結果等を記録します。 

 

１８．虐待の防止について 

虐待の防止 

 虐待防止に関する担当者（身体拘束廃止委員長）を設置して、委員会を開催

し、入居者の人権の擁護、虐待防止の観点から、虐待の発生と再発を防止し

ます。 

その他 
・成年後見制度の利用を支援します。 

・従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施します。 

 

１９．苦情・相談の受付 

施設による苦情・相談の

受付 

 当施設における苦情やご相談は以下の窓口で受け付けます。 

利用受付時間 ８：３０～１７：３０ 

 相談窓口（担当者） 渡邉 玲子（生活相談員） 

その他 
 山形市役所 介護保険課      ６４１－１２１２ 

 山形県国民健康保険団体連合会   ０２３７－８７－８００３ 

 

２０．その他 

利用者様の安全並びに介

護サービスの質の確保等

に資する方策を検討する

ための委員会の設置 

 介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場に

おける課題を抽出及び分析した上で、事業所の状況に応じて、利用者の安全並

びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するため

の委員会を設置します。 



 - 13 - 

令和  年  月  日 

 

 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護サービス提供開始に際し、本書面に基づき、重要

事項の説明を行いました。 

事業所所在地  山形市久保田一丁目７－７ 

事業者法人名 社会福祉法人 慈福会 

法人代表者名  理事長   武 田 秀 則             ㊞ 

事業所名称  地域密着型小規模特別養護老人ホーム 「あっぷるの里 久保田」 

説明者氏名                            ㊞ 

 

 私は、本書面に基づいて、重要事項の説明を確かに受けました。 

契
約
者 

住  所  

氏  名                            ㊞ 

署
名
代
行
者 

住  所  

氏  名                            ㊞ 

続  柄                             

身
元
引
受
人 

住  所  

氏  名                            ㊞ 

続  柄                             
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別紙１ 

加算料金について 

 以下の用件を満たす場合、施設サービス費に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 
加算額 

基本利用料 利用者負担金 

日常生活継続支援加算 

 算定日の属する月の全 6ヶ月間又は全 12か月

間における新規入所者の総数のうち、介護度4、5

の入居者が70%以上、もしくは認知症日常生活自

立度Ⅲ以上の入居者が 6５%以上で、尚且つ介護

福祉士が入居者6名に対して1以上配置している

場合（1日につき） 

４６０円 ４６円 

看護体制加算Ⅰ 
常勤の看護師を1名以上配置している場合 

（1日につき） 
１２０円 １２円 

（看護体制加算Ⅱ） 
 看護師を入居者 25名に対して 1名以上配置し

ている場合（1日につき） 
２３０円 ２３円 

特別通院送迎加算 

透析を要する入所者であって、その家族や病院等

による送迎が困難である等やむを得ない事情があ

る物に対して、1 月に 12 回以上、通院のための

送迎を行った場合（1月につき） 

５，９４０円 ５９４円 

新興感染症等施設療養費 

入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症に感

染した場に相談対応、診療、入院調整等を行う医

療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した入

所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該

当するサービスを行った場合（1月に 1回、連続

する5日を限度） 

２，４００円 ２４０円 

夜勤職員配置加算Ⅱ 
最低基準を１以上上回る数の夜勤職員が配置さ

れている場合（１日につき） 
４６０円 ４６円 

個別機能訓練加算Ⅰ 

専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理

学療法士等を配置し、計画的に機能訓練を行った

場合（１日につき） 

１２０円 １２円 

個別機能訓練加算Ⅱ 

個別機能訓練加算Ⅰを算定し、個別機能訓練計

画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓

練の実施に当たって当該情報その他機能訓練の適

切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した

場合（１月につき） 

２００円 ２０円 
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栄養マネジメント強化加算 

・管理栄養士を常勤換算で入居者の数を 50 で除

して得た数以上配置している場合 

・低栄養状態のリスクが高い入居者に対し、医師、

管理栄養士、看護師等が共同して作成した、栄養

ケア計画に従い、食事の観察（ミールラウンド）

を週 3 回以上行い、入居者ごとの栄養状態、嗜好

等を踏まえた食事の調整等を実施する 

・低栄養状態のリスクが低い入居者にも、食事の

際に変化を把握し、問題がある場合は、早期に対

応する 

・入居者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に

提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当

該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な

実施のために必要な情報を活用する 

（1日につき） 

１１０円 １１円 

経口維持加算Ⅰ 

経口により食事を摂取する者であって、摂取機

能障害を有し、誤嚥が認められ医師又は歯科医師

の指示に基づき、その他の職務者が共同して、栄

養管理をするための食事の観察及び会議を行い、

経口維持計画を作成している場合 

（1月につき）※ 

４，０００円 ４００円 

経口維持加算Ⅱ 

協力歯科医療機関を定める指定地域密着型老人

福祉施設が、経口維持加算(Ⅰ)算定している場合で

あって、食事の観察及び会議等に医師、歯科医師、

歯科衛生士又は、言語聴覚士が加わった場合 

（１月につき） 

１，０００円 １００円 

療養食加算 

疾病治療の手段として、医師の発行する食事せん

に基づいた特定の治療食を提供した場合。 

（1回につき、1日3回を限度） 

６０円/１回 ６円/回 

科学的介護推進体制加算Ⅰ 

 ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況そ

の他の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生

労働省に提出している 

（1月につき） 

４００円 ４０円 

科学的介護推進体制加算Ⅱ 

科学的介護推進体制加算Ⅰの要件に加えて、疾病

の状況や服薬情報等も、厚生労働省に提出してい

る。 （１月につき） 

５００円 ５０円 
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看取り加算 

 見取りの体

制ができ、当

該施設におい

て看取り介護

を行った場合 

死亡日以前31日以上45日以下 

死亡日前４日～３０日 

死亡日前日、前々日 

死亡日 

７２０円 

１，４４０円 

６，８００円 

１２，８００円 

７２円 

１４４円 

６８０円 

１，２８０円 

初期加算 
入居した日から起算して30日以内 

（1日につき） 
３００円 ３０円 

安全対策体制加算 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内

に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実

施する体制が整備されていること（1回のみ） 

２００円 ２０円 

再入所時栄養連携加算 

・医療機関に入院し、退院して再入所した場合、

入院前とは大きく異なる栄養管理、特別食等※が

求められ、施設の栄養管理士が医療機関と連携し

て栄養ケア計画を策定した場合。 

・疾病治療の直接手段として、医師の発行する食

事箋に基づき提供された適切な栄養量および内容

を有する腎臓病食、肝臓病食、糖尿病食、胃潰瘍

食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、

嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃

厚流動食および特別な場合の検査食 

（1人につき1回を限度） 

２，０００円 ２００円 

在宅復帰支援機能加算 
 入居者が在宅復帰する際、家族等と連絡調整を

行い必要な支援を行っている場合（１日につき） 
１００円 １０円 

退 

所 

時 

等 

相 

談 

援 

助 

加 

算 

退所前後訪問相談 

援助加算 

退居にあたって居宅を訪問し、相談援助を行っ

た場合（１回 必要と認められ場合は２回） 

 退居後３０日以内に家族等に対して相談援助を

行った場合（１回を限度） 

４，６００円 ４６０円 

退所時相談援助加算 

 退居し、居宅サービスまたは地域密着型サービ

スまたは社会福祉施設等に入所する際、相談援助

を行った場合（１回を限度） 

４，０００円 ４００円 

退所前連携加算 

 退居し居宅サービスまたは地域密着型サービス

を利用する場合、情報提供やサービスの調整を行

った場合（１回を限度） 

５，０００円 ５００円 

退所時情報提供加算 

 医療機関へ退所する入所者について、その医療

機関に、入所者の同意を得て、心身の状況、生活

歴等を示す情報を提供した場合（1回を限度） 

２，５００円 ２５０円 
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退所時栄養情報連携

加算 

・管理栄養士が、退所先の医療機関等に対して、

該当者の栄養管理に関する情報を提供する場合。 

・厚生労働大臣が定める特別食※を必要とする入

所者または低栄養状態にあると医師が判断した入

所者が対象。 

（1回を限度） 

７００円 ７０円 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 処遇改善交付金交付の加算要件（Ⅰ）に該当 所定単位数の83／1000 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 特定処遇改善交付金交付の加算要件（Ⅰ）に該当 所定単位数の27／1000 

介護職員等ベースアップ等支援加算 介護職員等ベースアップ支援交付金交付の加算要件に該当 所定単位数の16／1000 

※処遇改善加算、特定処遇改善加算、ベースアップ等支援加算は令和6年6月1日より一本化、 

別紙参照。 
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別紙２ 

 

◎令和6年6月1日より、「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベー

スアップ等支援加算」が一本化されて、「介護職員等処遇改善加算」に変更します。 

 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 処遇改善交付金交付の加算要件（Ⅰ）に該当 所定単位数の140／1000 

 

 

◎令和 6年 8月 1日より、基準費用額（居住費）を、全ての居室類型で１日当たり 60円分増額し

ます。 

 

※介護保険利用者負担限度額                          （単位：円） 

 居住費（１日あたり） 食 費（１日３食分） 合  計 

第１段階 ８８０円 ３００円 １，１８０円 

第２段階 ８８０円 ３９０円 １，２７０円 

第３段階① 
１，３７０円 

６５０円 ２，０２０円 

第３段階② １,３６０円 ２，７３０円 

第４段階 ２，０７０円 １,５７５円 ３，６４５円 

 


